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まえがき  

 

財政報告書は、市財政の動向を広く周知し、市民に市政への関心と積極的な参画をお願いする

ため、「にかほ市財政報告書の作成及び公表に関する条例」第２条の規定に基づき、５月と１１月の

年２回公表を行っているものです。 

本報告書は、同条例第３条第２項の規定により、令和３年度の決算の概況と令和４年度上半期

（４月１日から９月３０日まで）の補正予算の状況のほか、住民負担、財産及び公債の状況について、

その概要をまとめたものです。 

 

  

 【 目 次 】 

 

１．令和３年度決算の概況 

（１） 一般会計 ･･･････････････････････････････････････････  P 1 

（２） 特別会計 ････････････････・･･････････････････････････ P 5 

（３） 普通会計による決算分析 ･････・･････････････････････・ P 5 

（４） 主要な施策の概要 ･････････････････････・・･･･････････ P 7 

（５） 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる 

社会保障施策に要する経費 ･･････････････････････・・・・ P 9 

 

２．令和４年度の歳入及び歳出の概況 

（１） 一般会計 ･･･････････････････････････････････････････  P 10 

（２） 特別会計 ････････････････・･･････････････････････････ P 15 

 

３．令和４年度予算の執行状況 ･･･････････････････････････  P 16 

 

４．住民負担の状況 ････････････････････････････････････・･･  P 17 

 

５．財産、公債及び一時借入金の現在高 

（１） 財 産 ････････････････････････････････････････・･･････  P 18 

（２） 公債及び一時借入金の現在高 ･･･････････････････････ P 19 

 

 



 - 1 - 

（単位：千円） 

１． 令和３年度決算の概況 

 

（１） 一般会計 

 

令和３年度は、新型コロナウイルスワクチン接種を着実に推進するとともに、感染症対策や市民生活を守り、

地域経済を支えるための支援策などに重点的に取り組みました。長期化するコロナ対策として国や県による

各種施策を実施したことにより、昨年度に引き続いて決算規模は大きくなりました。 

歳入決算額は１７８億６，８２５万２千円、歳出決算額は１７２億２，６２８万８千円となり、歳入から歳出を差し

引いた形式収支は６億４，１９６万４千円となりました。このうち、令和４年度へ繰り越した事業の財源となる２

億１，８６３万円を差し引いた実質収支は４億２，３３３万４千円の黒字となり、財政調整基金への積立金や取り

崩し額などを加味した実質単年度収支についても、５億６６５万８千円の黒字となりました。 

 

 

 

  令和３年度一般会計の決算状況   

区           分 令和 ２ 年度 令和 ３ 年度 比較増減 

予 算 現 額 20,225,190 18,068,782 △2,156,408 

歳 入 決 算 額 19,347,812 17,868,252 △1,479,560 

歳 出 決 算 額 18,927,182 17,226,288 △1,700,894 

歳 入 歳 出 差 引 額 420,630 641,964 221,334 

翌年年度へ繰り越すべき財源 73,595 218,630 145,035 

実 質 収 支 347,035 423,334 76,299 

 

 

 

① 歳入の決算 

    歳入決算額は、対前年度比１４億７，９５６万円（７．６％）の減となりました。（以下、増減はすべて対前年度

決算比）  

市税は、長引くコロナ禍の影響を受け、個人市民税が約３，３００万円減少したものの、風力発電設備の増

などにより、固定資産税が約３，６００万円の増となるなど、市税全体では０．５％増の約２７億２，６００万円と

なりました。 

地方特例交付金は、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金が創設されたことにより、

５，０００万円（２３８．６％）の増となりました。 

地方交付税は、普通交付税が再算定により増額交付されたことなどにより、４．７％増の約５９億１，１００万

円となりました。 

国庫支出金は、令和２年度に行った特別定額給付金給付事業に係る補助金が皆減したほか、新型コロナ

ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が減少した一方、ワクチン接種に係る補助金が交付されたことなど

から、減少割合は４０．７％に留まり、約２７億６，２００万円となりました。 

また、ふるさと納税が引き続き増加しており、寄附金は４３．７％増の約９億３，４００万円となったほか、基

金充当事業の実施により、繰入金が５５．５％増の約１１億２，６００万円となりました。 

このほか諸収入が約４億８，８００万円の減となっていますが、これはガス事業会計廃止（民間譲渡）に伴う

貸付金元利収入が皆減（約５億円）したことによるものです。 

市債は小中学校空調設備設置事業など、対象事業の終了のほか、一般財源の不足を補う臨時財政対策債

が大幅に減少したことなどにより、１９．６％減の約１２億７，４００万円となりました。  
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第1表　歳入の決算状況 （単位：千円、％）

決算額(A） 構成比 決算額(B） 構成比 (B)-(A)　(C) （C）/（Ａ）

市 税 2,713,160 14.0 2,725,741 15.3 12,581 0.5

地 方 譲 与 税 209,818 1.1 215,879 1.2 6,061 2.9

利 子 割 交 付 金 2,163 0.0 1,647 0.0 △ 516 △ 23.9

配 当 割 交 付 金 5,199 0.0 8,072 0.0 2,873 55.3

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 7,029 0.0 11,137 0.1 4,108 58.4

地 方 消 費 税 交 付 金 545,820 2.8 589,559 3.3 43,739 8.0

環 境 性 能 割 交 付 金 10,655 0.1 10,295 0.1 △ 360 △ 3.4

地 方 特 例 交 付 金 21,192 0.1 71,764 0.4 50,572 238.6

地 方 交 付 税 5,644,034 29.2 5,910,929 33.1 266,895 4.7

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,790 0.0 2,228 0.0 △ 562 △ 20.1

法 人 事 業 税 交 付 金 12,441 0.1 23,309 0.1 10,868 87.4

分 担 金 及 び 負 担 金 5,981 0.0 6,534 0.0 553 9.2

使 用 料 及 び 手 数 料 146,120 0.8 145,427 0.8 △ 693 △ 0.5

国 庫 支 出 金 4,660,190 24.1 2,762,114 15.5 △ 1,898,076 △ 40.7

県 支 出 金 1,066,586 5.5 1,067,214 6.0 628 0.1

財 産 収 入 59,024 0.3 61,859 0.3 2,835 4.8

寄 附 金 649,654 3.4 933,646 5.2 283,992 43.7

繰 入 金 724,258 3.7 1,125,947 6.3 401,689 55.5

繰 越 金 289,942 1.5 420,630 2.4 130,688 45.1

諸 収 入 987,919 5.1 500,631 2.8 △ 487,288 △ 49.3

市 債 1,583,837 8.2 1,273,690 7.1 △ 310,147 △ 19.6

計 19,347,812 100.0 17,868,252 100.0 △ 1,479,560 △ 7.6

比較増減
区 　　　　　　分

令和３年度令和２年度

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
歳入総額  178億 6,825万 2千円 
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第2表　市税の税目別決算状況 (単位：千円、％）

令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度 令 和 ３ 年 度 (C）の

収 入 済 額 調 定 額 収 入 済 額 構成比

(A） (Ｂ） (C）

1,096,208 1,079,068 1,060,500 38.9 98.3 △ 35,708 △ 3.3

個 人 1,001,639 985,297 968,304 35.5 98.3 △ 33,335 △ 3.3

法 人 94,569 93,771 92,196 3.4 98.3 △ 2,373 △ 2.5

1,393,121 1,489,407 1,429,482 52.4 96.0 36,361 2.6

80,907 83,867 81,938 3.0 97.7 1,031 1.3

139,463 149,496 149,496 5.5 100.0 10,033 7.2

0 0 0 0.0       - 0       -

3,461 4,325 4,325 0.2 100.0 864 25.0

0 0 0 0.0       - 0       -

2,713,160 2,806,163 2,725,741 100.0 97.1 12,581 0.5

比較増減
(C)－(A）

(D)

増減率
(D)／(A）

収納率
(C)／(B）

合 計

区 分

た ば こ 税

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

 

 

 

② 歳出の決算     

歳出決算額は、対前年度比１７億円（９．９％）の減となりました。（以下、増減はすべて対前年度決算比） 

総務費は、新型コロナウイルス感染症対策事業、若者支援住宅整備事業、庁舎空調設備改修事業などを実

施した一方、特別定額給付金事業の皆減により、約２３億３，６００万円（３６．７％）の減となりました。 

民生費は、子育て世帯への生活支援特別給付金事業や臨時特別給付金事業、住民税非課税世帯等臨時特

別給付金事業などの新規実施により、約４億１，７００万円（１０．２％）増加しました。 

衛生費は、空き家解体事業完了の一方、新型コロナウイルスワクチン接種事業などにより増加しました。 

商工費は、事業継続応援給付金、県民誘客支援事業、飲食施設経営維持支援事業が終了した一方で、ワー

ケーション推進事業や観光コンテンツＡＲ化事業などを新たに実施したほか、アウトドア拠点づくり事業の進捗

などにより、約３，８００万円（６．２％）の増となりました。 

消防費は、高機能消防指令センター等更新事業や避難路整備事業などにより約１億３，９００万円（２４．

０％）増加しました。 

災害復旧費は、凍上災害道路復旧事業や農業用施設復旧支援事業費補助金などにより増加したものです。 

 

 

歳入決算状況（前年度比較） 

（単位：百万円） 
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第3表　歳出の決算状況

決算額(Ａ） 構成比 決算額(Ｂ） 構成比 (B)-(A)　(C) （C）/（Ａ）

議 会 費 127,359 0.7 128,072 0.7 713 0.6

総 務 費 6,368,263 33.6 4,032,280 23.4 △ 2,335,983 △ 36.7

民 生 費 4,100,316 21.6 4,517,165 26.2 416,849 10.2

衛 生 費 1,033,263 5.5 1,080,662 6.3 47,399 4.6

労 働 費 12,401 0.1 12,341 0.1 △ 60 △ 0.5

農 林 水 産 業 費 1,103,028 5.8 1,022,961 5.9 △ 80,067 △ 7.3

商 工 費 614,280 3.2 652,471 3.8 38,191 6.2

土 木 費 1,255,310 6.6 1,333,873 7.8 78,563 6.3

消 防 費 578,280 3.1 716,878 4.2 138,598 24.0

教 育 費 1,997,339 10.6 2,003,988 11.6 6,649 0.3

災 害 復 旧 費 1,033 0.0 87,471 0.5 86,438 8,367.7

公 債 費 1,736,310 9.2 1,638,126 9.5 △ 98,184 △ 5.7

計 18,927,182 100.0 17,226,288 100.0 △ 1,700,894 △ 9.0

比較増減令 和 ２ 年 度
区 　　　分

令 和 ３ 年 度

（単位：千円、％）

 

 

 

 

令和３年度 一般会計・歳出決算 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出総額 

172 億2,628 万8 千円 
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（２） 特別会計 

   特別会計（国民健康保険事業特別会計事業勘定ほか）５会計の決算状況は、次のとおりです。 

 

第4表　特別会計の決算状況

区 　　　　　　分 予 算 現 額 歳入決算額 歳出決算額
歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実 質 収 支

国民健康保険事業特別会計事業勘定 2,869,924 2,890,339 2,859,877 30,462 0 30,462

国民健康保険事業特別会計施設勘定 132,085 142,199 125,907 16,292 0 16,292

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 343,985 344,374 343,644 730 0 730

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 1,207,823 1,193,946 1,162,284 31,662 8,250 23,412

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 447,292 449,298 441,408 7,890 0 7,890

（単位：千円）

 

 

 

 

（３） 普通会計による決算分析 

     『普通会計』は、地方公共団体間の比較・分析のために用いられる会計区分で、一般会計と特別会計（公営

事業会計としての性格を有する特別会計を除く）を合算し、会計間の重複する歳入歳出を調整したものです。 

ここでは、他地方公共団体との比較データとして、参考に令和３年度の地方財政状況調査（以下「決算統計」

という）より抜粋（第５表～第９表）したものを掲載しています。 

 

  ① 決算規模と決算収支      

令和３年度普通会計の決算規模は、第５表のとおり、歳入決算総額が１７８億５，０７３万７千円、歳出決算

総額が１７２億８７７万３千円となり、歳入歳出差引額は６億４，１９６万４千円となりました。 

ここから翌年度に繰り越すべき財源２億１，８６３万円を差し引いた「実質収支」は４億２，３３３万４千円の

黒字となりました。 

なお、この実質収支には、前年度の実質収支３億４，７０３万５千円が含まれているので、これを差し引い

た「単年度収支」は７，６２９万９千円の黒字となりました。 

この単年度収支に、黒字要素である財政調整基金への積立金４億３，０３５万９千円を加算した「実質単年

度収支」は、５億６６５万８千円の黒字となっています。 

 

歳出決算状況（前年度比較） 

（単位：百万円） 
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令和３年度 17,850,737 17,208,773 641,964 218,630 423,334 76,299 430,359 0 506,658

令和２年度 19,271,134 18,810,485 460,649 113,614 347,035 112,351 956,312 0 1,068,663

（単位：千円）

歳入歳出
差引額

実質収支 単年度収支
積立金及
び繰上償

還金

第5表　普通会計による決算収支(決算統計値)

翌年度へ
繰り越す
べき財源

区　　分 歳入総額 歳出総額
積立金
取崩額

実質単年度
収支

 

 

 

 

第6表　歳入の決算状況(決算統計値） （単位：千円、％）

決算額(Ａ） 構成比 決算額(B） 構成比 (B)-(A)　(C) （C）/（Ａ）

市 税 2,713,160 14.1 2,725,741 15.3 12,581 0.5

地 方 譲 与 税 209,818 1.1 215,879 1.2 6,061 2.9

各 種 交 付 金 583,307 3.0 646,247 3.6 62,940 10.8

地 方 特 例 交 付 金 21,192 0.1 71,764 0.4 50,572 238.6

地 方 交 付 税 5,644,034 29.3 5,910,929 33.1 266,895 4.7

国 庫 支 出 金 4,536,544 23.5 2,207,478 12.4 △ 2,329,066 △ 51.3

県 支 出 金 1,189,628 6.2 1,621,850 9.1 432,222 36.3

市 債 1,481,437 7.7 1,273,690 7.1 △ 207,747 △ 14.0

そ の 他 2,892,014 15.0 3,177,159 17.8 285,145 9.9

歳 入 合 計 19,271,134 100.0 17,850,737 100.0 △ 1,420,397 △ 7.4

うち一般財源等 11,230,256 58.3 10,651,165 59.7 △ 579,091 △ 5.2

比較増減
区 　　　　　　分

令和３年度令和２年度

 

 

 

 

第7表　性質別歳出の決算状況 (決算統計値） （単位：千円、％）

決算額(Ａ） 構成比 決算額(Ｂ） 構成比 (B)-(A)　(C) （C）/（Ａ）

6,269,076 33.3 6,900,941 40.1 631,865 10.1

2,366,693 12.6 2,471,398 14.4 104,705 4.4

2,268,473 12.1 2,791,417 16.2 522,944 23.1

1,633,910 8.7 1,638,126 9.5 4,216 0.3

1,928,262 10.3 2,033,494 11.8 105,232 5.5

1,927,229 10.2 1,943,570 11.3 16,341 0.8

う ち 補 助 事 業 費 351,151 1.9 863,282 5.0 512,131 145.8

う ち 単 独 事 業 費 1,480,890 7.9 1,002,826 5.8 △ 478,064 △ 32.3

10,613,147 56.4 8,274,338 48.1 △ 2,338,809 △ 22.0

2,923,964 15.5 3,412,133 19.8 488,169 16.7

3,634,747 19.3 1,074,512 6.2 △ 2,560,235 △ 70.4

1,697,719 9.0 1,459,744 8.5 △ 237,975 △ 14.0

110,000 0.6 110,000 0.6 0 0.0

1,926,214 10.2 1,902,748 11.1 △ 23,466 △ 1.2

18,810,485 100.0 17,208,773 100.0 △ 1,601,712 △ 8.5

比較増減令和２年度 令和３年度
区 分

投 資 的 経 費

う ち 普 通 建 設 事 業 費

そ の 他 の 経 費

歳 出 合 計

う ち 物 件 費

う ち 補 助 費 等

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

う ち 積 立 金

う ち 貸 付 金

う ち 繰 出 金
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第8表　目的別歳出の決算状況 (決算統計値） （単位：千円、％）

決算額(A） 構成比 決算額(Ｂ） 構成比 (B)-(A)　(C) （C）/（Ａ）

127,134 0.68 127,847 0.7 713 0.6

5,972,808 31.7 3,948,288 23.0 △ 2,024,520 △ 33.9

4,037,068 21.4 4,428,296 25.8 391,228 9.7

1,035,314 5.5 1,087,435 6.3 52,121 5.0

25,165 0.1 30,905 0.2 5,740 22.8

1,101,973 5.9 1,018,809 5.9 △ 83,164 △ 7.5

820,032 4.4 575,248 3.4 △ 244,784 △ 29.9

1,367,627 7.3 1,453,806 8.4 86,179 6.3

571,254 3.0 709,932 4.1 138,678 24.3

2,117,167 11.3 2,100,157 12.2 △ 17,010 △ 0.8

1,033 0.0 89,924 0.5 88,891 8,605.1

1,633,910 8.7 1,638,126 9.5 4,216 0.3

18,810,485 100.0 17,208,773 100.0 △ 1,601,712 △ 8.5

比較増減令和２年度 令和３年度

消 防 費

議 会 費

総 務 費

計

区 　　　　　　分

公 債 費

民 生 費

衛 生 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

 

 

 

② 主な財務分析指標 

令和３年度普通会計決算における財務分析指標は、次のようになります。 

第9表　主な財務分析指標（決算統計値）　　　　　　　　　　　　　　 (単位：％）

区 分 令和２年度 令和３年度 比較増減

実 質 収 支 比 率 3.8 4.5 0.7

経 常 収 支 比 率 89.7 88.9 △ 0.8

実 質 公 債 費 比 率 8.5 8.2 △ 0.3

財 政 力 指 数 0.36 0.35 △ 0.01  

 

 

 

（４） 主要な施策の概要 

  【令和３年度の主な事業（歳出目的別）】 

   ○総務費 

・ 若者支援住宅整備事業    ８，６４１万円 

・ 子ども伴奏プロジェクト PR 事業   ２，０１３万円 

・ ふるさと納税特産品ＰＲ事業  ６億２，３４３万円 

   ○民生費 

・ 子どものための教育・保育給付業費  ８億４，０２６万円 

・ 福祉医療費助成事業（市単独分）  ４，８１２万円 

・ 障がい福祉サービス事業  ５億５，２９２万円 

・ 子育て世帯等臨時特別支援事業  ２億９，７１２万円 

・ 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業  １，９０８万円 

・ 放課後児童健全育成事業  ４，２８５万円 

・ 病児保育事業  １，６２２万円 

・ 地域子育て支援拠点事業  １，７３４万円 

・ 地域支援事業  ２，１９１万円 

・ 灯油購入費等助成事業  １，９９０万円 
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   ○衛生費 

・ 新型コロナウイルスワクチン接種事業  ２億９２６万円 

   ○農林水産業費 

・ 稲作農家営農継続支援事業   １，５８２万円 

・ 象潟前川地区ほ場整備事業   ２，１８１万円 

・ 漁港浚渫事業  １，２０１万円 

   ○商工費 

・ 廃止石油坑井封鎖事業   ３，７６８万円 

・ 移住・定住促進事業   ２，３４６万円 

・ 県民誘客支援事業  １，１９８万円 

・ ＡＲ観光コンテンツ創出事業  ２，３００万円 

・ ワーケーションフィールド構築事業  １，８９９万円 

   ○消防費 

・ 高機能消防指令センター等更新事業  １億４，６７９万円 

   ○教育費 

・ 図書情報システム整備事業   ２，０９０万円 

・ 抗菌・抗ウイルス施工事業  １，２４５万円 

・ 大学生等生活支援事業   ２，３０２万円 

   ○災害復旧費 

・ 凍上災害道路復旧事業   ８，６３５万円 

 

 

                                                      など 
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（５）地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費 

 

平成２６年４月１日及び令和元年１０月１日の消費税率の引上げに伴い、地方消費税交付金の増収分については使途を

明らかにし、市が行う社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。 

本市の令和３年度一般会計歳入歳出決算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は以下のとおりです。 

 
 

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 331,309千円 
（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費  3,765,087千円 
 
 

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 

（単位：千円）

国県支出金 市債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障
財源化分）

その他

社会福祉総務費 63,268 21,676 7,530 34,062

老人福祉費 47,511 674 16,128 5,560 25,149

障害者福祉費 622,109 454,923 30,269 136,917

地域支援事業費 20,350 20,350 0 0

地域包括支援センター事業費 18,538 14,407 748 3,383

福祉施設管理費 17,909 5,584 2,232 10,093

児童福祉総務費 446,549 302,096 3,500 186 25,486 115,281

児童運営費 880,335 612,257 7,600 47,160 213,318

地域子育て支援センター事業費 20,537 12,697 1,419 6,421

ひとり親家庭福祉費 8,617 4,848 683 3,086

生活保護総務費 4,187 794 614 2,779

扶助費 186,241 165,000 2,446 3,403 15,392

2,336,151 1,574,965 11,100 59,101 125,104 565,881

社会福祉費
介護保険事業費 476,366 453 86,165 389,748

保健医療費 434,194 175,278 30,000 41,446 187,470

後期高齢者医療費 388,041 60,963 1,489 58,948 266,641

1,298,601 236,241 30,000 1,942 186,559 843,859

健康増進総務費 24,841 6,213 3,373 15,255

母子保健事業費 51,257 4,856 114 8,380 37,907

成人保健事業費 45,529 6,677 3,280 6,440 29,132

精神保健事業費 876 686 35 155

保健センター管理費 7,832 1,418 6,414

130,335 12,219 0 9,607 19,646 88,863

3,765,087 1,823,425 41,100 70,650 331,309 1,498,603

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

分類

予算科目

経　費

財源内訳

款 項 目

特定財源 一般財源

社会
福祉

民生費 社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

小　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

※社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費は、各予算科目における令和３年度決算額から事務費や事務職員の人件費（サービス
提供に直接従事しない職員分）等を除いている。

社会
保険

民生費

小　　　　　　　計

保健
衛生

衛生費 保健衛生費

小　　　　　　　計

保健年金費
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２．令和４年度の歳入及び歳出の概況 

 

（１） 一般会計 

① 当初予算の状況 

令和４年度一般会計予算は、総額を対前年度比１６億円増の１５５億５千万円と定めました。 

予算編成にあたっては、新型コロナウイルス感染症対策に全力で取り組むと同時に、収束後を見越し、「第２次

にかほ市総合発展計画」に掲げる７つの基本方針に基づいて、「地方創生」の実現に向けた施策を推進する予算と

しています。 

本市の最重要課題である人口減少を緩やかにし、地域活力の維持増進、市民福祉の向上を目指し、市の将来の

ために必要とされる施策の推進、加速化を図っています。 

 

【予算概要】 

市税は、２０．８％増の２７億８１７万９千円（令和３年度の決算見込額と同額程度）、地方交付税は普通交付税を

昨年同額の５０億円、特別交付税を１００万円増の２億２，５００万円、地方交付税の不足分を補う臨時財政対策債

については、国の地方財政計画において大幅な発行抑制が示されていることから、６５．９％減の２億３、４５７万９

千円などと見込み、財政調整基金からの繰入れを除く一般財源総額を０．６％増の９１億３，０３４万９千円としまし

た。 

歳出では、人件費を１．１％減の２５億２１万５千円、扶助費を０．７％減の２３億２，５８６万９千円、公債費を３．

９％増の１７億２，１０３万５千円とし、これら義務的経費の予算総額に占める割合は４２．２％となりました。昨年度

に比べ構成比は減少しているものの、予算額は微増しています。 

このほか、投資的経費では、公共施設に係る大規模改修や大型事業の着手などにより、５０．３％増の１４億８，

４７３万３千円、ふるさと納税の増収見込みによる関連経費の増加や、新型コロナウイルスワクチン接種事業の実

施などにより、物件費を１９．１％増の３２億４，７４５万１千円などとしました。 

 

 

 

② 補正予算の状況 

◆ ３月定例会 【３月７日提出 （補正第１号）、 ４月１日補正】 

   補正第１号では、２，４０４万４千円を増額補正しました。 

   補正内容は、新型コロナウイルス感染症拡大の第６波による地域経済への影響に対し、緊急対策を講じるた

めの予算措置を行ったものです。 

 

【歳入】 

   国庫支出金に、総務費補助金２，４０４万４千円を計上。 

 

【歳出】 

   総務費の新型コロナウイルス感染症対策事業費に、飲食店事業継続緊急支援金として、２，４００万円、事務

費に４万４千円、合計２，４０４万４千円を計上。 

○飲食店等緊急支援給付金事業 

新型コロナウイルス感染症の感染状況が長引き、特に市内においても感染が拡大している 

現状から、経営への影響が著しい市内飲食店等の事業継続を支援するため、一定要件を満た 

す飲食店事業者に対し、１事業者あたり２０万円を支給 
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◆ 専決処分 【４月１日専決 （補正第２号）】 

   補正第２号では７８９万８千円を増額補正しました。 

   補正予算の内容は、法人の新拠点開設に伴い、追加工事の必要が生じた排水路整備にかかる予算を計上し

たほか、令和２年度において債務負担行為を設定した「金浦駅こ線人道橋補修・補強工事」につき、本年度が最

終年度となることから、工事の進捗状況により限度額に合わせて工事費を追加したものです。 

 

【歳入】 

   市債に、金浦こ線橋改修事業として１００万円を計上。 

 

【歳出】 

   総務費に、金浦駅こ線人道橋補修・補強工事１０７万８千円、商工費に、企業立地用地排水路整備工事６８２万

円を計上。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を６８９万８千円増額して行いました。 

 

 

 

◆ ５月臨時会 【５月１８日提出 （補正第３号）、 ５月１８日議決】 

   補正第３号では、７０４万８千円を増額補正しました。 

   補正内容は、Ｂ＆Ｇ財団により創設された、先進的海洋センター整備事業に補助申請するに当たり、整備構

想作成支援にかかる事業費を新たに計上したほか、金浦小学校の空調設備設置や、新産業支援センターの電

圧切換などに係る工事費を計上しました。 

 

【歳入】 

   繰入金に、みらい創造基金繰入金６２４万８千円を計上。 

 

【歳出】 

   商工費に、新産業支援センター（仁賀保）低圧電気切替工事として、４５万１千円を計上。  

   教育費に、金浦小学校空調設備設置工事１２９万８千円、先進的海洋センター整備構想支援業務委託料など、

海洋センター管理費に５２９万９千円、計上。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を８０万円増額して行いました。 

 

 

 

◆ ６月定例会 【６月７日提出 （補正第４号）、 ６月２０日議決】 

   補正第４号では、３億３９万３千円を増額補正しました。 

 

【歳入の主なもの】 

国庫支出金には、国による「コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に係る、住民税非課税世

帯等臨時特別給付金事業費補助金や、低所得の子育て世帯に対し実施する、生活支援特別給付金給付事業費

補助金など合わせて７，００５万１千円を計上。 

県支出金には、県の「秋田米産地拡大事業」に係る、低コスト技術等導入支援事業費補助金や、農地利用効

率化等支援交付金など、合わせて１，５２０万３千円を計上。 

繰入金には、子ども家庭総合支援拠点事業、若者支援住宅整備事業及び公園施設整備事業などの財源とし

て、みらい創造基金繰入金を見込んだほか、観光振興基金繰入金の増額など、合わせて１億３，８８９万６千円

を計上。 
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諸収入には、スポーツ振興くじ助成金、集会施設整備事業に係る助成金のほか、遊佐象潟道路工事に伴う光

ファイバー移設工事に係る支障物件等補償費など、合わせて２，０９４万３千円を計上。 

市債には、公園遊具改修事業及び消防団施設整備事業に係るものとして、合わせて５，５３０万円を計上。 

 

【歳出の主なもの】 

総務費には、若者支援住宅整備事業に係るＰＦＩアドバイザリー業務や、遊佐象潟道路工事に伴う光ファイバ

ー移設工事に係る予算のほか、庁舎の改修工事や１０月に予定している本市顕彰・表彰式典に係る予算など、

合わせて４，６８３万円を追加。 

民生費の住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費に３，１０７万４千円、低所得の子育て世帯に対する生

活支援特別給付金給付事業費に１，９１０万３千円を新たに計上したほか、子ども家庭総合支援拠点事業費とし

て、総合福祉交流センター改修工事や備品購入費などに４，０６２万６千円など、合わせて９，３８９万円を計上。 

衛生費には、新型コロナウイルスワクチンの４回目接種に係る予算など、合わせて２，７２２万円を計上。 

農林水産業費には、農地利用効率化等支援交付金や、低コスト技術等導入支援事業補助金など、合わせて 

１，６２０万１千円を計上。 

商工費には、観光総務費に、E-bikeライドツアー実証事業として、サイクルツーリズム造成委託料１，０１８万３

千円を新たに計上したほか、公園管理費に、ふわふわドーム改修工事やスケートボード施設整備事業に係る予

算など、合わせて１億４２万２千円を計上。 

消防費には、消防団施設整備事業に係る予算として１，５８３万円を計上。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を４，７５９万５千円増額して行いました。 

 

【債務負担行為】 

ＰＦＩを活用した若者支援住宅整備事業の実施にあたって、専門的知見からの支援が継続して必要となること

から、補正予算に計上したＰＦＩアドバイザリー業務委託料に加え、後年度の債務負担行為を設定したもの。 

〇若者支援住宅整備事業ＰＦＩアドバイザリー業務 

 （期間）令和４年度から令和７年度  （限度額）２，１６７万円 

 

 

 

◆ ６月定例会 【６月１４日提出 （補正第５号）、 ６月２０日議決】 

   補正第５号では、１，２４１万５千円を増額補正しました。 

   補正内容は、原油価格の高騰による影響を受けている市内運送事業者等に対する事業継続支援金を創設し

たほか、第９３回都市対抗野球本大会に３年連続での出場を決定した、本市代表のＴＤＫ野球部に対する、出場

激励金及びパブリックビューイングに関する予算などを計上したものです。 

 

【歳入】 

国庫支出金に、運送業等事業継続支援金の財源として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

１，０２１万５千円を計上。 

 

【歳出】 

   総務費に、都市対抗野球出場激励金１００万円及び、賛助広告料・配信映像使用料など、１２０万円を計上した

ほか、新型コロナウイルス感染症対策として、運送業等事業継続支援金１，０２１万５千円を計上。 

〇運送事業者等事業継続支援事業 

原油価格の高騰が経営に及ぼす影響を緩和するため、営業車両の燃料購入経費にかかり 

増し分に対し補助することで、社会インフラとして重要な運送事業者等の事業継続を支援する 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を２２０万円増額して行いました。 
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◆ ６月定例会 【６月２０日提出 （補正第６号）、 ６月２０日議決】 

   補正第６号では、２，９４４万５千円を増額補正しました。 

   補正内容は、４月以降実施している、飲食応援消費還元事業「おでかけレストラン・おうちでレストラン」を更に

推し進め、地域経済の活性化と市民への生活支援の強化を図るため、当該事業に係る追加予算を計上したもの

です。 

 

【歳入】 

国庫支出金に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金２，９４４万５千円を計上。 

 

【歳出】 

   総務費の新型コロナウイルス感染症対策事業費に、飲食応援消費還元事業委託料２，９４４万５千円を計上。 

 

 

 

◆ ９月定例会 【８月３１日提出 （補正第７号）、 ９月２２日議決】 

   補正第７号では、１７億１，９５０万円を増額補正しました。 

    

【歳入の主なもの】 

地方交付税には、普通交付税が５３億２，２５７万５千円で確定したため、当初予算額との差額３億２，２５７万

５千円を計上。 

国庫支出金には、アウトドア拠点施設整備事業に係る地方創生拠点整備交付金のほか、一次産業支援事業

など、補正予算に計上している新型コロナウイルス感染症対策事業に係る地方創生臨時交付金など、合わせ

て５億１，１２０万３千円を計上。 

県支出金には、マイナポイント事業費補助金や、秋田県による、県産米品質向上支援事業費補助金のほか、

道路除雪委託金など、合わせて１，２１３万２千円を計上。 

繰入金には、みらい創造基金繰入金・地域振興基金繰入金などを増額したものの、普通交付税や繰越金の

確定などに伴う財政調整基金繰入金の減額調整などにより、合わせて９，８９７万３千円を減額。 

繰越金には、前年度からの繰越額の確定により、当初予算額との差額４億２，３３３万３千円を計上。 

諸収入には、一般国道遊佐象潟道路工事や、仁賀保高原風力発電所工事に伴う光ファイバー移設工事に係

る支障物件等補償費など、合わせて３，２１６万１千円を計上。 

市債には、アウトドア拠点施設整備事業、仁賀保庁舎改修事業及び防災行政無線強靭化事業などを計上し、

臨時財政対策債の確定による当初予算との差額の減額などと合わせて５億１，７０１万９千円を計上。 

 

【歳出の主なもの】 

   総務費に、令和３年度の決算剰余金が確定したことに伴う財政調整基金への積立金のほか、仁賀保庁舎改

修工事、旧上郷小学校改修工事、一般国道遊佐象潟道路工事に伴う、光ファイバー移設工事などを計上。   

また、新型コロナウイルス感染症対策としてＷｅｂ会議の機会が増加していることなどから、庁舎等４施設のＷｉ

－Ｆｉ環境の整備強化事業など、合わせて３億６，４４８万２千円を計上。 

   民生費に、前年度の実績精算による国県補助金等の返還金及び、住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業

費の増額のほか、地域包括支援センターシステム更新に係る予算など、合わせて７，８３３万３千円を計上。 

衛生費には、新型コロナウイルスワクチン接種に係る補助金・負担金の実績精算による返還金のほか、４回

目以降接種分に対応する事業費及び、環境プラザ運営費など、合わせて１億５，６４８万５千円を計上。 

農林水産業費に、コロナ禍に加え、原油高、物価高の影響を受ける市内の一次産業事業者の負担軽減を図る

ための一次産業支援事業や、森林病害虫等防除対策事業費のほか、農業集落排水事業特別会計操出金の減

など、合わせて７，２１３万６千円を計上。 

商工費には、アウトドア拠点施設整備事業に係る施設建設に係る予算のほか、観光施設修繕、巾山スキー場

開設運営に係る予算など、合わせて８億３，３０３万円を計上。 
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土木費に、天ケ町・堺田２号線歩道整備事業費や、例年９月補正対応としている道路除雪業務に関する予算

など、合わせて１億５，６９９万６千円を計上。 

教育費には、学校環境適正化検討委員会に係る予算や、来年春に開設を予定している適応指導教室の開設

準備に係る予算に加え、象潟運動広場（鳥屋森球場）改修工事費など、合わせて４，０４０万５千円を計上。 

災害復旧費には、公共土木施設災害復旧費として、山根館線道路復旧工事に係る予算、３５０万円を計上。 

 

このほか、本補正予算において、人事異動等に伴う人件費の調整を合わせて行いました。 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を 1 億３，５６９万１千円減額して行いました。 

 

 

 

◆ ９月定例会 【９月２日提出 （補正第８号）、 ９月２２日議決】 

   補正第８号では、３，８５７万５千円を増額補正しました。 

補正予算の内容は、原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰が市民生活に多大な影響を与えていること

から、市民の生活の安定と福祉の増進を図るために、生活困窮世帯に緊急的な支援を行う「住民税非課税世帯

物価高騰対策給付金事業」について、必要な予算を計上したものです。 

 

【歳入】 

国庫支出金に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、１，９６８万８千円を計上。 

県支出金に、エネルギー・食料品価格高騰対応緊急支援事業費補助金として、1，８８８万７千円を計上。 

 

【歳出】 

民生費に、住民税非課税世帯物価高騰対策給付金３，７５０万円のほか、郵送費等事務費１０７万５千円を計

上。 

 

 

 

◆ ９月定例会 【９月２２日提出 （補正第９号）、 ９月２２日議決】 

   補正第９号では、５６５万６千円を増額補正しました。 

   補正内容は、第４７回社会人野球日本選手権大会に２年連続１１度目の出場を果たしたＴＤＫ硬式野球部への

激励金や、今夏の大雨被害に係る、農地・農業用施設小災害支援事業費補助金につき、計上したものです。 

 

【歳入】 

県支出金に、農地・農業用施設小災害支援事業費補助金として、１８６万２千円を計上。 

 

【歳出】 

   総務費に、ＴＤＫ社会人野球日本選手権出場激励金及び、広告費・パブリックビューイング実施に要する経費

として、合わせて１５６万８千円を計上。 

   災害復旧費に、８月の大雨により被害を受けた市内の農地のうち、国の支援の対象とならない小規模な災害

復旧工事について、県と市が協調して支援を行うための補助金、４０８万８千円を計上。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を３７９万４千円増額して行いました。 
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第1号補正 第2号補正 第3号補正 第4号補正 第5号補正 第6号補正 第7号補正 第8号補正 第9号補正

臨時会 専　決 臨時会 定例会 定例会 定例会 定例会 定例会 定例会

4/1 4/1 5/18 6/20 6/20 6/20 9/22 9/22 9/22

市 税 2,708,179          2,708,179 15.3

地 方 譲 与 税 207,000          207,000 1.2

利 子 割 交 付 金 1,500          1,500 0.0

配 当 割 交 付 金 5,000          5,000 0.0

株式等 譲渡 所得 割交 付金 6,000          6,000 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 28,000          28,000 0.2

地 方 消 費 税 交 付 金 601,000          601,000 3.4

環 境 性 能 割 交 付 金 11,000          11,000 0.1

地 方 特 例 交 付 金 13,500          13,500 0.1

地 方 交 付 税 5,225,000       322,575   5,547,575 31.3

交通安 全対 策特 別交 付金 2,650          2,650 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 6,287          6,287 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 151,463       50   151,513 0.9

国 庫 支 出 金 1,669,832 24,044   70,051 10,215 29,445 511,203 19,688  2,334,478 13.2

県 支 出 金 1,011,975    15,203   12,132 18,887 1,862 1,060,059 6.0

財 産 収 入 52,985          52,985 0.3

寄 附 金 1,000,000          1,000,000 5.6

繰 入 金 1,321,244  6,898 7,048 138,896 2,200  △ 98,973  3,794 1,381,107 7.8

繰 越 金 1       423,333   423,334 2.4

諸 収 入 492,203    20,943   32,161   545,307 3.1

市 債 1,035,181  1,000  55,300   517,019   1,608,500 9.1

計 15,550,000 24,044 7,898 7,048 300,393 12,415 29,445 1,719,500 38,575 5,656 17,694,974 100.0

第1表　歳入　（当初予算及び補正予算） （単位：千円、％）

構成比計当初予算区 　　　　　　分

上 半 期 補 正 状 況

 

 

第1号補正 第2号補正 第3号補正 第4号補正 第5号補正 第6号補正 第7号補正 第8号補正 第9号補正

臨時会 専　決 臨時会 定例会 定例会 定例会 定例会 定例会 定例会

4/1 4/1 5/18 6/20 6/20 6/20 9/22 9/22 9/22

議 会 費 127,562 △ 2,753 124,809 0.7

総 務 費 3,287,960 24,044 1,078 46,830 12,415 29,445 364,482 1,568 3,767,822 21.3

民 生 費 3,999,281 93,890 78,333 38,575 4,210,079 23.8

衛 生 費 1,049,759 27,220 156,485 1,233,464 6.9

労 働 費 12,142 12,142 0.1

農 林 水 産 業 費 1,058,809 16,201 72,136 1,147,146 6.5

商 工 費 614,210 6,820 451 100,422 833,030 1,554,933 8.8

土 木 費 1,377,134 156,996 1,534,130 8.6

消 防 費 677,298 15,830 16,886 710,014 4.0

教 育 費 1,593,449 6,597 40,405 1,640,451 9.3

災 害 復 旧 費 1,359 3,500 4,088 8,947 0.1

公 債 費 1,721,035 1,721,035 9.7

諸 支 出 金 2 2 0.0

予 備 費 30,000 30,000 0.2

計 15,550,000 24,044 7,898 7,048 300,393 12,415 29,445 1,719,500 38,575 5,656 17,694,974 100.0

第2表　歳出　（当初予算及び補正予算） （単位：千円、％）

計 構 成 比区 　　　　　　分 当 初 予 算

上 半 期 補 正 状 況

 

 

 

（２） 特別会計  

特別会計の上半期の補正状況は、次のとおりです。 

 

第3表　特別会計　（当初予算及び補正予算） （単位:千円、％）

区 　　　　　　分 当 初 予 算 6　月 9　月 計

定例会 定例会

国民健康保険事業特別会計事業 勘定 2,872,976 187 2,873,163

国民健康保険事業特別会計施設 勘定 81,258 3,134 4,772 89,164

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 374,332 374,332

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 1,311,351 23,594 1,334,945

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 486,679 △ 3,648 483,031

計 5,126,596 3,134 24,905 5,154,635

上 半 期 補 正 状 況
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３．令和４年度予算の執行状況 

 

  令和４年度予算執行にあっては、令和３年度と同様、新型コロナウイルス感染症対策に継続して取り組みなが

ら、地域活力の維持増進・市民福祉の向上を目指し、効率的な執行に努めています。 

上半期末現在の執行状況は、次表のとおり一般会計においては収入率４１．５％、支出率３１．３６％となって

います。また、特別会計における執行状況は第５表のとおりです。 

 

科　　　　　　目 予 算 額 収 入 額 収 入 率 科　　　　　　目 予 算 額 支 出 額 支 出 率

（Ａ） （Ｂ） （B）/(Ａ） （Ｃ） （Ｄ） （D）/(C）

市 税 2,708,179 1,666,497 61.5 議 会 費 124,809 67,120 53.8

地 方 譲 与 税 207,000 62,915 30.4 総 務 費 3,801,473 882,208 23.2

利 子 割 交 付 金 1,500 569 37.9 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (32,856) (12,756) (38.8)

配 当 割 交 付 金 5,000 1,429 28.6 民 生 費 4,270,306 1,850,590 43.3

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 6,000 0 0.0 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (59,362) (18,848) (31.8)

法 人 事 業 税 交 付 金 28,000 15,976 57.1 衛 生 費 1,250,965 421,873 33.7

地 方 消 費 税 交 付 金 601,000 317,189 52.8 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (15,565) (15,565) (100.0)

環 境 性 能 割 交 付 金 11,000 4,110 37.4 労 働 費 12,142 10,817 89.1

地 方 特 例 交 付 金 13,500 15,516 114.9 農 林 水 産 業 費 1,181,807 315,616 26.7

地 方 交 付 税 5,547,575 3,923,723 70.7 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (34,494) (7,950) (23.0)

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,650 959 36.2 商 工 費 1,681,508 270,139 16.1

分 担 金 及 び 負 担 金 6,287 3,397 54.0 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (123,180) (30,186) (24.5)

使 用 料 及 び 手 数 料 151,513 81,266 53.6 土 木 費 1,575,119 199,343 12.7

国 庫 支 出 金 2,421,647 305,339 12.6 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (40,989) (40,082) (97.8)

（ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (87,169) (0) (0.0) 消 防 費 710,366 268,339 37.8

県 支 出 金 1,069,677 193,421 18.1 教 育 費 1,642,502 616,121 37.5

（ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (9,618) (0) (0.0) 災 害 復 旧 費 108,818 100,878 92.7

財 産 収 入 52,985 37,750 71.2 （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (99,871) (99,870) (100.0)

寄 附 金 1,000,000 152,546 15.3 公 債 費 1,721,035 717,193 41.7

繰 入 金 1,381,107 0 0.0 諸 支 出 金 2 0 0.0

繰 越 金 641,964 641,964 100.0 予 備 費 20,439 0 0.0

（ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (218,630) (218,630) (100.0) 　※ 各款の予算額には、予備費からの充用額を含む。

諸 収 入 545,307 81,683 15.0

市 債 1,699,400 0 0.0

（ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (90,900) (0) (0.0)

計 18,101,291 7,506,249 41.5 計 18,101,291 5,720,237 31.6

（ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (406,317) (218,630) (53.8) （ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (406,317) (225,257) (55.4)

(単位：千円、％）第4表　令和４年度一般会計予算執行状況

歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

 

 

 

区 　　　　　　分 予 算 額 収 入 額 収 入 率 予 算 額 支 出 額 支 出 率

(Ａ) (B) (B）/(A） (C) (D) (D）/(C）

国民健康保険事業特別会計事業勘定 2,873,163 1,282,275 44.6 2,873,163 1,072,123 37.3

国民健康保険事業特別会計施設勘定 89,164 35,196 39.5 89,164 31,936 35.8

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 374,332 127,853 34.2 374,332 116,927 31.2

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 1,362,995 145,876 10.7 1,362,995 516,840 37.9

（ う ち R3 繰 越 明 許 費 ） (28,050) (28,050) (100.0) (28,050) (4,598) (16.4)

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 483,031 40,032 8.3 483,031 214,316 44.4

第5表　特別会計予算執行状況

歳　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

(単位：千円、％）
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４．住民負担の状況 

調 定 済 額 納 税 義 納 税 義 務 者 人 口 1 人 収 入 済 額 納 税 義 務 者 人 口

(繰越分除く） 構成比 務 者 数 1 人 当 た り 当 た り (繰越分除く） 構成比 1 人 当 た り 1 人 当 た り

(千円) （％） （人） 負担額(円） 負担額(円) (千円) （％） 負担額　(円） 負担額(円)

1,069,036 39.4 11,989 89,168 46,183 536,533 32.5 44,752 23,178

個　　人 989,200 36.5 11,646 84,939 42,734 457,789 27.7 39,309 19,777

法　　人 79,836 2.9 343 232,758 3,449 78,744 4.8 229,574 3,402

1,470,000 54.3 11,818 124,387 63,504 947,720 57.4 80,193 40,942

84,552 3.2 11,670 7,245 3,653 82,760 5.1 7,092 3,575

環 境 性 能 割 4,240 0.2 203 20,887 183 4,240 0.3 20,887 183

種 別 割 80,312 3.0 11,467 0 3,470 78,520 4.8 0 3,392

80,828 3.0 2 40,414,000 3,492 80,828 4.9 40,414,000 3,492

2,433 0.1 5 486,600 105 2,433 0.1 486,600 105

2,706,849 100.0 116,937 1,650,274 100.0 71,292

 ※  人口一人当たり負担額における人口は、令和４年９月３０日現在住民登録人口 23,148 人を使用。

 ※  入湯税・たばこ税の納税義務者数は、特別徴収義務者数である。　

 ※  軽自動車税の納税義務者数は、課税台数である。　

た ば こ 税

入 湯 税

合 計

区　　　　　分

調 定 額 に 対 す る も の 収 入 額 に 対 す る も の

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税
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５．財産、公債及び一時借入金の現在高 

 

（１）  財産 

   市では、各分野で行政サービスを実施していくために、土地、建物、基金、債権などの財産を保有していま

す。令和３年度末における市有財産の状況は、次表のとおりです。 

 

財産総括表

単 位

行 政 財 産 ㎡

普 通 財 産 ㎡

行 政 財 産 ㎡

普 通 財 産 ㎡

山 林 面 積 ha

物 件 鉱 業 権 件

円

円

台

円

財 政 調 整 基 金 円

減 債 基 金 円

み ら い 創 造 基 金 円

観 光 振 興 基 金 円

白 瀬 南 極 探 検 隊 記 念 館 施 設 整 備 基 金 円

基　　　　金　 山 﨑 科 学 教 育 振 興 基 金 円

社 会 教 育 施 設 整 備 基 金 円

（R4.5.31現在） 地 域 振 興 基 金 円

自 然 エ ネ ル ギ ー に よ る ま ち づ く り 基 金 円

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 円

奨 学 資 金 貸 付 基 金 円

高 額 療 養 費 資 金 貸 付 基 金 円

象 潟 郷 土 資 料 館 資 料 取 得 基 金 円

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 円

国 民 健 康 保 険 診 療 所 財 政 調 整 基 金 円

農 業 集 落 排 水 事 業 減 債 基 金 円

基　　　金　　　　　　　　計 円

建 物

数量又は金額

2,090,341

44,659,085

159,408

8,228

3,266,832,000

0

1,295,485,000

90,216,000

債 権 （ 貸 付 金 ） 156,250

616,318,000

400,166,000

8

161

区 分

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

物 品 （ 庁 用 車 ）

土 地

21,517,200

124,205,000

1,693.80

6,672,938,567

189,899,000

182,487,000

88,680,489

261,200,078

6,000,000

206,318,000

19,333,000

10,000,000

13,401,000

26,603,000
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（２）  公債及び一時借入金の現在高 

    地方債は、文教施設、福祉施設、土木施設等の建設や災害復旧など、一時に多額の経費を要しその事業効

果が後年度に及ぶものの財源に充てるために起こし、後年度一定の割合で償還していく長期の借入金です。

令和４年度一般会計予算（９月末現在）では、次のとおり地方債の借入限度額を計上しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限  度  額

仁賀保庁舎改修事業 72,000

水循環都市にかほモデル構築事業 4,500

旧上郷小学校利活用事業 49,000

旧上浜小学校利活用事業 10,200

子ども伴奏プロジェクト事業 6,200

情報戦略・シティプロモーション策定事業 12,000

金浦こ線橋改修事業 136,800

高齢者住宅整備資金 1,500

心身障害者住宅整備資金 1,500

病児保育施設整備事業 1,900

すこやか子育て支援事業 7,800

ひとり親家庭等住宅整備資金 1,500

福祉医療費助成事業 6,000

象潟斎場空調設備改修事業 13,600

農地集積加速化基盤整備事業 3,000

ほ場整備地区調査計画事業 900

長谷地2号ため池整備事業 3,300

林道施設路肩復旧事業 3,900

水産物供給基盤機能保全事業 32,000

ワーケーション推進事業 16,300

移住定住促進拠点整備事業 11,000

アウトドア拠点施設整備事業 465,500

公園遊具改修事業 40,700

急傾斜地崩壊対策事業 2,000

市道舗装事業 28,600

能因島2号線整備事業 5,600

象潟前川線道路整備事業 35,100

象潟大竹線道路整備事業 67,500

天ケ町・堺田2号線道路整備事業 11,800

橋梁補修事業 127,800

琴浦川緊急浚渫推進事業 4,700

公営住宅等長寿命化計画策定事業 5,100

高機能消防指令センター改修事業 32,700

災害対応特殊救急自動車整備事業 21,200

消防団施設整備事業 16,200

防災行政無線強靭化事業 12,000

災害時避難路等整備事業 19,900

金浦中学校空調設備改修事業 8,400

象潟公民館陶芸室解体事業 3,800

図書館大規模改修事業 86,600

仁賀保勤労青少年ホーム改修事業 33,300

白瀬記念館オーロラドームリニューアル事業 5,400

象潟海洋センター大規模改修事業 56,800

金浦学校給食共同調理場空調設備改修事業 10,700

山根館線道路復旧事業 3,500

臨時財政対策債 108,700

　　　　計 1,608,500

※明許繰越分（90,900千円）を除く 
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 元金償還見込みは１６億６，２１９万５千円で、令和４年度末の現在高は１４１億６４５万７千円となる見込み

です。 

     一時借入金は、支払い資金（収入）の不足を一時的に補うために借入れするものですが、令和４年９月末現

在の借入金はありません。 

 

地方債現在高 （単位:千円）

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 末

現 在 高 起 債 見 込 元 金償 還 見 込 現在高 （見 込）

8,570,057 1,559,500 1,167,942 8,961,615

( 1) 総 務 296,052 290,700 25,510 561,242

( 2) 民 生 1,359 20,200 1,241 20,318

( 3) 衛 生 28,367 13,600 19,205 22,762

( 4) 農 林 水 産 500,099 67,700 84,471 483,328

( 5) 草 地 ・ 公 有 林 整 備 143,597 18,406 125,191

( 6) 商 工 27,040 552,300 8,360 570,980

( 7) 土 木 362,957 308,000 93,589 577,368

( 8) 公 営 住 宅 188,299 36,153 152,146

( 9) 消 防 378,509 102,000 100,395 380,114

(10) 教 育 510,387 205,000 117,898 597,489

(11) 辺 地 対 策 債 39,481 7,904 31,577

(12) 地 域 再 生 債 40,210 13,376 26,834

(13) 合 併 特 例 債 4,658,854 519,398 4,139,456

(14) 過 疎 対 策 債 1,394,846 122,036 1,272,810

51,955 31,200 6,005 77,150

( 1) 農 林 水 産 1,849 361 1,488

( 2) 土 木 50,106 31,200 5,644 75,662

( 3) そ の 他

5,447,240 108,700 488,248 5,067,692

( 1) 臨 時 財 政 対 策 債 5,385,463 108,700 475,922 5,018,241

( 2) 減 税 補 て ん 債 38,565 12,326 26,239

( 3) 臨 時 税 収 補 て ん 債

( 4) 減 収 補 て ん 債 23,212 23,212

14,069,252 1,699,400 1,662,195 14,106,457

区           分
令 和 ４ 年 度 中 増 減 額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計
 

 

 

 

 


